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 再生可能エネルギーについては、導入拡大を図りつつ、 コスト低減を進めることで、将来的にはFIT
制度から卒業し、自立的な導入を図っていくことが重要。 

 そのためには、再生可能エネルギーを、長期間にわたり、低コストで安定的に発電し、社会・経済を
支える電源として育てていく必要がある。 

 今般、FIT法改正においては、①コスト効率的な導入・リードタイムが長い電源の予見可能性の向上
を図る価格決定方式、②長期安定発電を促す新たな認定制度等が盛り込まれたところ。 

 他方、ポストFITに向けた再生可能エネルギーの長期安定的な発電・自立化に向けては、FIT法改正
や、電力系統対策といった電源横断的な施策のみならず、 
各電源毎の特性と課題に対応して、研究開発、規制改革、地域・産業の基盤整備といった、各種の施
策を総合的に実施していく必要があり、今回はその施策の方向性についてご議論いただく。 

問題意識 

①低コスト化 ②社会基盤の整備 ③地域社会との共生 

長期安定的に発電し、自立化できる再生可能エネルギーの創出 

各電源毎の課題 

風力 地熱 太陽光 中小水力 バイオマス 次世代技術 

 
・FIT法改正 
・電力系統対策 

 
・研究開発等の支援 
・規制改革の推進 

・地域・産業の基盤整備 

横断的な課題対応 電源毎の総合的施策展開 



１．太陽光 
（１）自立化に向けた低コスト化 
（２）長期安定発電の体制構築 
（３）ポストFITに向けた太陽光発電の導入 
２．風力 
３．バイオマス 
４．水力 
５．地熱 
６．地域 
７．次世代技術（海洋エネルギー・藻類バイオ燃料等 
 
 



5 太陽光発電 

①コスト効率的な価格決定方式 
（目標価格・入札制） 

②新認定制度の導入 
（事業計画・他法令順守） 

①自立化に向けた低コスト化 
（研究開発、工事費等のソフトコスト低減） 

②長期安定発電の体制構築 
（ガイドライン、地域のサポート体制構築） 

③ポストFITに向けた太陽光発電の導入（ZEH・VPP） 

FIT法改正 総合的な施策展開 

 太陽光発電については、FIT制度により１０ｋW以上の事業用を中心に急速に導入が拡大する一方、
①高い買取価格での大量導入による国民負担の急増、②不十分な設計施工・メンテナンス、③立地地
域とのトラブル等が課題となっている。 

 これらの課題を克服し、太陽光発電が地域と調和した形で導入され、買取期間終了後を含めて安定的
に発電を継続し、早期にFIT制度に頼らない自立的な導入が拡大するよう促していくべき。 

 今般の改正FIT法においては、以下の内容が盛り込まれ、その着実な実施が重要。 
①目標価格の設定や、入札制等の新たな価格決定方式の採用によるコスト効率的な導入 
②安定的な発電事業の継続に向け、発電事業者の事業計画の提出・遵守を求める新認定制度 

 これに加えて、以下の施策を総合的に実施していく。 
①高コスト構造の課題を分析し、その解決に向けた研究開発等の推進 
②長期安定発電を実現する制度面・体制面の整備 
③ FIT終了後を見据えた、太陽光発電の導入促進（ZEH・VPP） 



6 （１）自立化に向けた低コスト化 
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【ドイツ・イタリア・日本のシステム費用推移】 

【ドイツ・イタリア・日本の買取価格推移】 円/kWh 

ドル/kW 

※2016 資本費 
（＄/kW) 

運転 
維持費 

（＄/kW/年) 

 

設備利用
率 

（％） 

発電 
コスト 

($/MWh) 

ＦＩＴ価格 
(￠/kWh) 
※2015年 

ドイツ 1,000  32  11% 103 8.9（入札価
格） 

フランス 1,050 32  14% 93 10.6（入札価
格） 

英国 1,160  32  10% 130 16.5 
スペイン 1,390  36  16% 148 -（FIT廃止） 
トルコ 1,240  32  16% 122 13.3 
米国 1,427  21  19% 87 -(RPS制度） 

ブラジル 1,381  24  19% 111 7.8（入札価
格） 

豪州 1,445  18  20% 85 -（RPS制度） 
インド 898  17  19% 90 7.7-9.2 
中国 1,181  12  16% 102 14.3-15.8 
日本 2,205  68  14% 192 22.5 

【太陽光発電の発電コスト・買取価格の国際比較】 

 我が国の太陽光の発電コストは、日照条件の近い欧州等と比べても、約２倍と非常に高い水準。 
 2010年時点では、日本とドイツ・イタリアのコスト水準は同程度の水準であった。両国が大幅に買取
り価格を引き下げ、2014年までにシステム費用が半減したのに対し、日本の買取価格とシステム費用
は、2012年以降も高い水準のままにいるというのが現状。 

 今後、日本の太陽光発電の高コスト構造の課題と要因の分析を進め、官民一体となって、ポストFIT
に向けたコスト低減の取り組みを進めるべきではないか。 

(出典)Bloomberg New Energy Finance資料より資源エネルギー庁作成、ＦＩＴ価格は資源エネルギー庁調べ 



7 （１）自立化に向けた低コスト化①中長期の研究開発推進 

【太陽電池の変換効率向上・製造コスト低減】 【周辺機器等のコスト低減】 
• 世界で最も普及している両面電極
型シリコン系として、ヘテロ接合
結晶シリコン太陽電池の世界最高
となるセル変換効率25.1％達成。 

• 新構造の太陽電池についても、超
長期的な視野も見据えて研究開発
を実施。 

• ペロブスカイト太陽電池の標準面
積（1cm2）のセルで、世界で初
めて18%を超える変換効率を達成。 

【リサイクル技術の開発】 

• 各種の敷地形状・地盤状況に応じて
最適な基礎構造と架台の組み合わせ
を低コストで実現する設計技術開発。 

• 高機能、長寿命な小型のマ
イクロインバータの開発。 

シート、 
銀回収 
原料 

ガラス、 
再資源化 
原料 

• ローラー破砕機を使用した剥離
方式でガラスとシートを高い品
位で回収する技術開発。 

地盤性状に適した 
軽量架台システム 

出典：NEDO 

太陽電池 
(1cm2) 

ペロブスカイト太陽電池： 
塗布や印刷など非常に簡便且つ低コ
ストなプロセスで高効率に発電可能 

• パネル確保から回収物の提供ま
で含めた低コスト汎用リサイク
ル処理システムを構築。 

ＥＶＡ熱処理装置 

 FIT制度に依らない自立的な導入を目指していく上では、パネルやパワーコンディショナ等の周辺機
器、維持管理、廃棄まで含めた発電システム全体の抜本的なコスト低減を実現し、FIT支援を受けず
に新規・更新投資のサイクルが継続していくことが鍵。 

 経済産業省としても、研究開発の推進を実施してきており、引き続き技術的なブレークスルーの実現
を支援していく。（発電コスト：現在21円/kWh（2014）⇒14円/kWh(2020)、７円/kWh(2030)を目指す） 
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 我が国の太陽光発電は、設備費のみならず、工事費等のソフトコストが、国際的に見て非常に高い水
準にあり、その低減をいかに進めるかが課題。 

 コスト競争力のある工事・施工業者の育成が重要であり、これを促すため、新たに、①住宅用太陽光
システムと屋根とのパッケージ化の支援や、②事業用太陽光工事費の優良事例の収集・横展開、③低
コストと安全の両立のため基盤整備等を行っていく。 

（１）自立化に向けた低コスト化②工事費等のソフトコスト低減 

①太陽光システムと屋根のパッケージ化 ②優良事例のナレッジマネジメント 
＄/kW 

101  5  41  47  66  99  
202  576  

271  317  
520  

332  
592  

393  367  440  

1165  
1143  

845  

586  683  
614  

718  

723  
847  793  

950  

941  

0

500

1000

1500

2000

2500

開発費 
工事費・架台等（BOP) 
設備費 

【太陽光発電の資本費内訳の国際比較】 

知識ベース 

共有 

活用 

収集 優良事例 

施工・工事 

保守・点検 

中小工務店、ビルダー 
との連携 

各種 
屋根への適用 
パッケージ技術 

③低コスト化と安全の両立のための基盤整備 

低コスト化技術 
安全性の確保等に向けた制度見直し： 
①500～2000kW設備：使用前自己確認 
②架台、基礎の設計例等具体的な標準仕様 

③事故報告の規制を拡大・強化 

• 建物設置向けの工事費・架台費の削減のた
め、新たに太陽光システムと屋根とのパッ
ケージ化の技術や製品開発等を支援。 

• 野立ての工事費の削減のため、天災が
多く平地が少ない我が国の特徴を克服
する、土地造成の不要な設置工法、工
期削減の取組等の優良事例の収集と横
展開。 

• 低コスト化の促進においては、安全確保の遵守をより強く求めることが重要であり、 
 低コストと安全の両立のための基盤整備等も推進。 

(出典)Bloomberg New Energy Finance資料より資源エネルギー庁作成 
   
 ※2016 
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 長期安定発電には、導入後のメンテナンス（保守・点検）の確実な実施を促していくことが鍵。 
 新認定制度では、事業者が事業計画において、適切に点検・保守を行うことを盛り込むこととしてい
るが、具体的に実施すべき内容を規定するガイドラインを、今後、国と民間において役割分担をして
策定し、適切なメンテナンスの水準を確実に担保していく。 

（２）長期安定発電の体制構築①保守・点検のガイドライン整備 

【新認定基準（新法９条３項）】  土地確保の計画 
 構造物・電気設備の設計・施工の計画 
 点検・保守の計画 
 事業終了後の計画 など 

【国策定の事業計画策定ガイドライン】 

 設計・施工ガイドライン 
 保守点検ガイドライン 
 JISやIEC規格 
 参考書 など 

【民間主体の実施方法ガイドライン等】 

第一号 事業の内容が基準に適合すること 
• 適切に点検・保守を行い、発電量の維持に努めること 
• 定期的に費用、発電量等を報告すること 
• 設備の更新又は廃棄の際に、不要になった設備を適切に処分
すること 

• 適正な期間内に運転開始すること 
• 設備の設置場所において事業内容等を記載した標識を掲示す
ること 

   等 
第二号 事業が円滑かつ確実に実施されると見込まれること  
• 土地利用に関する法令を遵守すること 
 等 
第三号 設備が基準に適合すること 
• 発電設備の安全性に関する法令を遵守すること 
 等 

• 点検・保守等を含めた事業計画策定の参考となるガイドライ
ンを国が整備し、発電事業の経験の無い小規模事業者等を含
む、全事業者が適切な事業計画を作成できるよう支援。 

• 点検・保守等の具体的な実施方法を記載した民間主体の各
種ガイドライン等を同時に整備し、業界全体において適切
な事業が展開されるよう促す。 
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 国・業界団体によって示されたガイドラインに従い、長期にわたり各地域において太陽光発電設備の
設計・施工や保守点検、修繕等が適切に行われていくためには、全国各地に地域の太陽光発電事業を
支えるメンテナンス・施工等の産業基盤が確立されていく必要がある。 

 そのため、地方自治体（都道府県・政令指定都市）と連携し、例えば、 
    ①地域のメンテナンス事業者のデータベース化、協議会組成、 
  ②設計施工・メンテナンスの研修や地域トラブル等に関するアドバイザー派遣等 
を地域主体で進め、地域産業の育成を図りつつ、地域に根ざした太陽光発電の導入拡大を図っていく。 

（２）長期安定発電の体制構築②地域のサポート体制構築 

地域の太陽光発電サポート体制 
地場工務店・電気店等を集約した、地域の太陽光発電サポート
体制を構築し、地域の小規模発電所のメンテナンス等を担う。 

【地方自治体の取組例】 

地方自治体 

国 
全国規模の 
企業等 

浜松市：太陽光発電関連事業者データベース事業 
• 太陽光発電の施工実績や技術力等、一定の基
準を満たした施工業者をデータベース化し公
表。 

福岡県：アドバイザー派遣事業 
• 県内の民間事業者等を対象に、専門的な知識
や豊富な経験を有する人材を派遣し、課題解
決を図る。 

• 既に導入している設備のメンテナンス、安全
対策の検討等。 

地域太陽光発電サポート協議会 
地元の工務店・電気店等の関連産業 

関連事業者のデータベース化 
研修・アドバイザー派遣 
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 太陽光発電の導入のあり方として、エネルギー自家消費型の住宅用等の建物設置は、自家消費分は
FIT制度による国民負担を発生させず、ポストFITでも安定した電力料金の節約というメリットが得ら
れることから、引き続きその拡大が期待され、安定的な国内市場の創出に向けた取組を進めていくこ
とが重要。 

 家庭のエネルギー政策としては、徹底した省エネに加え、太陽光発電等によりエネルギーを創ること
で、正味でゼロ・エネルギーとなる住宅の普及を目指しており、2020年までにハウスメーカー等の
新築戸建住宅の過半数をZEH化するという目標に向けたロードマップを作成している。 

 住宅における太陽光発電の更なる導入拡大に向けては、ZEHの導入支援・広報活動に加え、先述の太
陽光発電システム・屋根のパッケージ支援等により普及促進を進めていく。 

（３）ポストFITに向けた太陽光発電の導入①住宅用太陽光の推進 

高断熱窓 高性能断熱材 

日射遮蔽 

ZEH（正味で100%以上省エネ） 

太陽光発電 

【省エネルギー政策との連携】 
住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業 
• ＺＥＨの価格低減及び普及加速化のため、高性能
建材や高性能設備機器、蓄電池等の組合せによる
ＺＥＨの導入を支援。 

【ZEHロードマップ】 
国が業界団体・民間事業者と連携して取り組むべき施策 
• ZEH建築へのインセンティブ付与 
• 中小工務店の技術者の育成 
• ZEHの広報・ブランド化 
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バーチャルパワープラント構築事業費補助金 
• 高度なエネルギーマネジメント技術により、電力

グリッド上に散在する①再生可能エネルギー発電
設備や②蓄電池等のエネルギー設備、③ディマン
ドリスポンス等需要家側の取組を統合的に制御し、
あたかも一つの発電所（仮想発電所）のように機
能させる実証事業等を実施。 

再エネ発電事業者
（創エネ） 

小売事業者・ 
送配電事業者 

需要家（省エネ） 

アグリゲーター 

需要家（蓄エネ） 

（３）ポストFITに向けた太陽光発電の導入②将来のエネルギーシステムとの融和 

 各地に太陽光発電が大量に導入される中、分散型電源と大規模集中型電源を協調させ、需給のバラン
スを取るエネルギーシステムを構築することが課題。 

 このため、太陽光発電設備や蓄電池等のエネルギー設備や、ディマンドリスポンス等の需要家側の取
り組みを統合的に制御（エネルギー・リソース・アグリゲート）し、あたかも一つの発電所のように
管理していく取り組み（バーチャルパワープラント：VPP）により、太陽光発電の変動を吸収しなが
ら、一層の普及拡大を図ることが有効な方策の一つと考えられる。 

 VPPの構築に向け、今年度より実証事業等を実施し、導入に向けての課題の検討を進めていく。 

【高度なエネルギーマネジメント技術との連携】 

負荷機器・設備 

蓄エネルギー 
機器・設備 

• 太陽光発電 
• エネファーム 
• エコウィル    
等 

• 家庭用蓄電池 
• EV蓄電池 
• エコキュート 
  等 
• 空調 
• 照明  
  等 

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
リ
ソ
ー
ス

 

アグリゲーション 

創エネルギー 
機器・設備 

住宅 

• ネガワット 
• ポジワット 
• 需要創出 

＋ ＋ 
D
R 

リソース 
アグリゲーター 

(小売事業者含む) 

送配電事業者 
卸電力市場 
小売事業者 



13 （参考）地産地消型エネルギーシステムの構築について 

 地産地消型エネルギーシステムは、地域で作られるエネルギー（熱など）を一定のコミュニティ内で
利用するシステムであり、エネルギーロスの低減によるエネルギーの効率的利用に貢献するほか、地
域に根ざしたコミュニティづくりの観点から、エネルギー消費動向と見守りサービスとの連携など、
地域サービスなどとの連携による地域活性化にもつながるものとして期待されているところ。 

 そのため、エネルギーマネジメントシステム等を活用しつつ、地域で生み出されるエネルギーを、地
域内で効率的に利用する先進的なモデルについて、導入支援を行っていく。 

 なお、電気については、地域の一定範囲に融通が限られる熱などとは異なり、グリッドを通じて、一
定の地域に限定されない使われ方がなされる点に留意する必要がある。 
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 出力が変動する太陽光発電のエネルギーシステムへの受け入れは、国際的な課題。日本としても、コ
モディティ化された機器単独ではなく、将来のエネルギーシステムとして、エネルギーマネージメン
トや系統安定化技術、アセットマネージメントをパッケージ化し、海外への積極的な展開、国際標準
づくりを図っていくべきではないか。 

（３）ポストFITに向けた太陽光発電の導入③ソリューションのパッケージによる国際展開 

• ドイツのシュパイヤー市、シュパイヤー電力公社（SWS）
と、同市内でスマートコミュニティ実証事業を実施。 

• 日本の優れた蓄電技術、ヒートポンプ温水器による蓄熱技
術、HEMSを利用し、太陽光発電で発電した電力を地産地
消するシステムの実証。 

出典：NEDO 

【日本のシステムの国際実証での採用例（ドイツ）】 

• インドで急増する携帯基地局の電力供給のために、太
陽光発電とリチウムイオンバッテリーを導入し、エネ
ルギーマネジメントシステムの実証を、インド全土
（太陽光は２０箇所）で実施。 

出典：NEDO 

【日本のシステムの国際実証での採用例（インド）】 

携帯電話基地局（左）及び 
電力供給用太陽光発電（右） 

携帯基地局向け電力供給実証事業（インド） 



１．太陽光 
２．風力 
（１）導入拡大に向けた事業環境整備 
（２）長期安定発電・自立化に向けた体制整備 
（３）洋上風力発電の推進 
３．バイオマス 
４．水力 
５．地熱 
６．地域 
７．次世代技術 
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 風力発電についてはFIT制度の開始を受け、導入量の増加に向けた動きが見られているが、①環境ア
セスメントや地元調整などの開発段階での課題が存在し、ポテンシャルの制約にもなっている上、②
世界的なコスト低減の流れの中で、発電コストが高止まりしている。 

 従って、風力発電の開発における諸課題を解決し、導入拡大へ向けた道筋を付けつつ、本来のコスト
競争力を発揮し、将来的にはFIT制度からの自立化を図っていくべきではないか。 

 そのため、今般の改正FIT法において、 
①複数年度分の買取価格を決定して、事業の予見可能性を向上させつつ、 
②事業者のイノベーションを促すため、目標価格を設定することとしているところ。 

 その他、風力発電の導入円滑化、自立化に向けて、以下の施策に総合的に取り組むべきではないか。 
①立地制約克服・初期リスク軽減に向けた環境アセスメントの迅速化等の事業環境整備 
②長期安定的な運転、kWhのコスト低減に資する技術開発・業界におけるメンテナンス体制整備 
③ 更なるポテンシャル拡大に向けた洋上風力発電の事業環境整備 

風力発電 

①事業の予見可能性向上 
（複数年度の価格決定） 

②コスト効率的な価格決定方式 
（目標価格） 

②風力発電の長期安定発電・自立化に向けた体制構築 
（メンテナンスの技術開発・人材育成） 

③洋上風力発電の推進（海域利用調整、研究開発・実証） 

FIT法改正 総合的な施策展開 

①風力発電の導入拡大に向けた事業環境整備 
（環境アセスメント迅速化等、規制等に係る円滑な調整） 
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 風力発電の導入促進に当たっては、地域毎に環境アセスメントや系統対策、地元調整などの課題の解
決が不可欠。 

 陸上における風力開発適地が減少する中で風力開発ポテンシャルのある「導入促進地域」を設置し、
自治体（国の関係機関を含む）、地元関係者、発電事業者等が参画し、当該地域における規制等に係
る円滑な調整、地域還元等について、検討を進める仕組みの構築を図っていく。 

（１）導入拡大に向けた事業環境整備①「導入促進エリア」と地域協議会 

【青森県横浜町の事例】 
• 青森県横浜町では、自治体、農協、電気事業者

等が地域還元できる風力発電について協議。 
• 農山漁村再生可能エネルギー法に基づき第1種農

地の転用を行い、平成30年に32.2MWの風力発
電所を稼動予定。 

• 町は売電収⼊の⼀部の他に、出資⾒合いの配当
⾦も地域貢献策の財源として確保。 

【地域の風力発電開発支援】 
• 自治体、地元関係者、発電事業者等が地域での風力発電
事業を実施のために開催する協議会開催やFS調査等に
ついて支援を行う。 

協議会 

自治体 

風力発電 
事業者 

有識者 

地元関係者 国 

<協議会の役割> 
・規制等に係る円滑な調整・
系統接続の可能性、風力発
電事業を利用した地域還元
方法等の調査・検討 

 
・農林漁業者、地権者等との
調整等 

<地域支援イメージ> 

支援 
（オブザーバー

参加） 

【風力発電の立地に関連する     
 主な法令等】 
 環境影響評価法 
 農地法 
 自然公園法 
 森林法 
 緑の回廊    等 
 ＜横浜町の風力発電設備（既存案件）＞ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
山形の緑の回廊の図を入れる。
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 風力発電所の円滑な導入に当たって、環境アセスメントへの対応は課題となっており、３～４年程度
の時間を要するとされ、コスト要因ともなっている。 

 現在、国や地方自治体による審査期間の短縮に取り組むとともに、経済産業省と環境省で連携して環
境アセスメント手続の迅速化に向けた環境影響調査の前倒し実証事業に取り組んでおり、その結果を
踏まえて、発電事業者が参照できるガイドを作成し、最終的には「発電所に係る環境影響評価の手引
き」等に反映させていく。 

 また、「規模要件の見直し」や「参考項目の絞り込み」といった論点を踏まえた必要な対策につい
て、先行する実証事業等を通じた環境影響の実態把握なども踏まえながら、環境や地元に配慮しつつ
風力発電の立地が円滑に進められるよう検討していく。 

（１）導入拡大に向けた事業環境整備②環境影響評価の迅速化等 

前倒環境調査の方法論の確立 
環境影響評価に係る期間の半減 

環境アセスメン
ト調査早期実施 
実証事業 

H27     H28     H29       H30 

ガイド 
（初版公表） 

ガイド 
（第２版公表） 

ガイド 
（最終公表） 

H27年度実績 
（7件） H28年度実績 H29年度実績 

知見の反映     知見の反映      知見の反映 

内容更新     内容更新 

実証事業成果 
の公表 

【実証事業を踏まえたガイド作成】 
 
 平成28～30年度の各年度において、前
年度までの事案をまとめ、ガイドを作
成し公表。 

 （平成27年度末時点で、7件終了） 
 

＜検討中のガイド記載内容の例＞ 
 ○いつから前倒し調査を実施可能か 
 ○どの程度広め、多めに前倒し調査を   
  行うのが適当か 
 ○経済産業省環境審査顧問会や都道府県  
  審査会等における「よくある指摘事  
  項」の整理 
 ○猛禽類、植生、騒音・超低周波音等調 
  査項目別の調査短縮方法 
 ○地元関係者とのコミュニケーション方 
  法のあり方について 等 

【環境影響評価調査早期実施実証事業のスケジュール】 

「発電所に係る環境影響評価
の手引き」等に反映 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
２ポツに現状の進捗状況をもう少し詳しく書く（何地点採択、そのうち○地点がH27年度中に終わる等）。

先日の大臣発言を踏まえ、4ポツに規模要件の話を入れる（書きぶりは環境省と要調整）
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＜電力系統出力変動対策技術研究開発＞  
 最小の出力制御で最大の再生可能エネルギーを受け入れられるような、 
   風力発電等の予測技術と制御技術の組み合わせた技術開発を実施。 
 
   －全国50箇所への風況モニタリングシステムの設置、データ解析による予測高度化 
   －予測データを活用した蓄電池等の制御技術の開発 
   －実系統（東京都新島）を活用した系統運用の実証試験 
   －太陽光・風力の遠隔出力制御システムの開発 

 指定電気事業者制度において、出力制御の上限が付されないルール下で事業の予見可能性を確保するため、 
①出力制御の考え方について、金融関係の業界団体や、北海道・東北地域の金融機関への説明会開催 
②再生可能エネルギー発電事業者の予見可能性を確保するため、（ⅰ）各電力会社の出力制御の見通しの公表
義務付け、（ⅱ）電力会社の「接続可能量（30日等出力制御枠）」算定根拠データの公表、（ⅲ）各電力
会社の需給実績の公表といった措置を講じているところ。 

 あわせて、出力制御量を低減するため、引き続き予測技術と制御技術を組み合わせた技術開発も推進していく。 
 このような情報提供等に加え、種子島等で既に実施されている太陽光発電等の出力制御の結果等も踏まえ、
関係者で一体となって、更なる事業の予見可能性を確保するための検討を行っていくべきではないか。 

（１）導入拡大に向けた事業環境整備③出力制御・予測の精緻化の支援 

【予測制御技術の高度化】 

【需給実績データの公表】 
これまでの公表情報 平成２８年４月以降の公表情報 

一般電気事業者として自社需給に関する 
 ・翌日のピーク時供給力、予想最大需要 等 
 ・当日のピーク時供給力、予想最大需要、 

 リアルタイムの需要実績 等 

一般送配電事業者としてエリア全体の需給に関する 
 ・翌日のピーク時供給力、予想最大需要 等 
 ・当日のピーク時供給力、予想最大需要、 
  リアルタイムの需要実績 等 
 ・年間8760時間の需要実績（１時間値）、供給実績（電源種別、１時間値） 
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 我が国の風力発電の発電コストは、主要国の約2倍と非常に高い水準にあるが、これは風況の違いによる設
備利用率の差に加え、平地が少なく立地規制により大規模な案件が開発しにくく、高い買取価格も受けて設
備費や工事費等の資本費が高止まりしているためと考えられる。他方、設備利用率については、FIT制度開
始当初の想定(20%)から、足下では上昇に向けた動き（約25%）がある。 

 経済産業省としては、技術開発等による設備費の低コスト化や、設備利用率について、効率的なメンテナン
ス等による更なる向上を進めているところ。 

 将来の自立化に向けては、関連団体と政府で一体となって、高コスト要因の分析を深め、更なるコスト低減
に向けた取り組みを推進していく。 

（2)長期安定発電・自立化に向けた体制整備 

※2016 資本費 
（＄/kW) 

運転 
維持費 

（＄/kW/年) 

 

設備利用率 
（％） 

発電 
コスト 

(＄/MWh) 

ＦＩＴ価格 
(￠/kWh) 
※2015 

ドイツ 1,897  26  24% 79 
9.7(一定期間後

5.3) 

フランス 1,516  30  27% 80 
9.2(11年以降

3.1～8.2) 

英国 1,765  24  26% 85 12.2 

スペイン 1,516  26  25% 91 
-（ＦＩＴ廃

止） 

デンマーク 1,897  21  26% 91 7.2 

米国 1,501  26  38% 65 -(RPS制度) 

ブラジル 1,710  30  52% 67 4.7 

豪州 1,934  24  38% 72 -（RPS制度） 

インド 1,070  16  23% 77 6.3-10.1 

中国 1,345  15  25% 76 7.8-9.7 
日本 2,611  37  22% 156 18.3 

【風力発電の発電コスト・買取価格の国際比較】 ＄/kW 

 41   93   50   13   32   66   66   66   66   66   73  
 500   279   457   525   321  

 659   522   612   659   522   689  

 960   1,338  
 1,427  

 807  
 717  

 1,172  
 928  

 1,088   1,172  
 928  

 1,848  

 -

 500

 1,000

 1,500

 2,000

 2,500

 3,000

開発費 工事費・輸送費等（BOP) 設備費 

【風力発電の資本費内訳の国際比較】 

(出典)Bloomberg New Energy Finance資料より資源エネルギー庁作成、FIT価格は資源エネルギー庁調べ 

<日本風力発電協会のWind Visionで示された、コスト低減に必要な取組> 
（１）ナセル軽量化、受風面積拡大 
（２）風車の質量低減、ブレード分割輸送 
（３）CMSによる稼働率・設備利用率の向上 
（４）風車の長寿命化 
（５）撤去・建設の円滑化 等 

※2016 
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 エネルギーミックスにおいて、2030年の風力発電導入量は現在の3倍の1,000万KWを見込んでいる
が、導入される風車の長期安定的な発電を担保し、設備稼働利用率の向上によりkWhあたりの発電コ
ストを低減するには、①計画的なメンテナンス技術の開発や、②メンテナンスを支える人材の確保等
体制整備を進めていくことが重要。 

 そのため、昨年度に引き続きスマートメンテナンスの技術開発に取り組むことに加え、急増する風車
に対応するメンテナンス人材不足が懸念されていることから、新たに人材育成に向けたプログラム作
成や、認証制度の創設等の業界の取り組みを支援していくべき。 

【風力発電高度実用化研究事業】 
○スマートメンテナンス 
• 欧米と比較し設備利用率が低い原因のひとつとして、メンテナンス

のため風車を停止させている時間が長い。 
 （１）問題箇所特定は習熟度によって差があり時間がかかる。 
 （２）修理部品の手配等のため稼動できない。 
• 効率的・計画的なメンテナンスによる設備利用率の向上を目指し、

風車の異状振動を感知するセンサー、状態監視システムを高度化。
部品寿命・メンテナンス時期を予測する技術開発を実施。 
 
 

 
 
 
 

                       
 

【メンテナンス人材の確保・育成の環境整備】 
• 過去にはナセルやブレードの落下といった重大事故が発生

適切なメンテナンスによる安全の確保と設備利用率の向上
が重要。今後、風力発電施設の増加に伴い、メンテナンス
需要の急増が予想される。一方で、風車メンテナンスが産
業として成熟しておらず、人材の育成・確保が課題。 

• 日本風力発電協会が、メンテナンスの民間資格認証制度の
創設について検討中。 

 

<スマートメンテナンスイメージ> 

（2)長期安定発電・自立化に向けた体制整備①適切なメンテナンスによる安定発電 

<風力発電施設のメンテナンス> 
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【洋上風況マップの作成】 
• 風況のみならず、環境・社会条件や海洋地質も含む洋上
風況マップを作成。 

• 平成28年3月末にデモ版をNEDOホームページにて公開。
デモ版に寄せられた意見等について検討し、平成28年
度末に完成版公開予定。 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
                 ※デモ版は表示地域に制限あり 

 風況の良い陸上の地点が限られる我が国では、高い設備利用率を期待できる洋上での開発が重要。 
 洋上風力発電の促進に、課題となる海域利用のルールについては、港湾区域では、港湾法が改正され、
創設した占用公募制度の運用指針等の整備が行うこととしている。また、港湾区域の外である一般海
域については、都道府県により条例が定められている。 

 このため、一般海域における各都道府県の条例に基づく調整の進められ方について、先行して進めら
れた地域での事例を、発電事業者が参照できるガイドという形で取りまとめ、周知していく。 

 また、開発初期段階での適地選定の支援のため、洋上風況をはじめ、環境・社会条件や、海洋地質も
含む洋上風況マップの作成を国において進めていく。 

(3)洋上風力発電の推進①港湾・一般海域等における海域利用の調整 

【一般海域における洋上風力発電導入ガイドの作成】 
• 一般海域における洋上風力発電の導入を支援するた
め、実証事業や地方自治体の取組事例を取りまとめ
たガイドを作成し、平成28年度夏頃に周知する予定。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

港湾区域内 

一般海域 

港湾法による 
占用手続 

都道府県の条例に 
よる手続き 

出典：NEDO洋上風況マップ（デモ版） 

<大隅半島沖海底地質>          <全国図>           <銚子沖風況> 
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 遠浅な海岸が少ない我が国の気象･海象に最適な風車及び基礎構造の設計・施工技術の開発を行うため、
現在、福島（浮体式）、銚子沖・北九州沖（着床式）において研究開発事業を実施している。 

 また、実証のみならず、洋上風力発電の具体的な事業化に向けた動きが、各地において進んでいる。 

(3)洋上風力発電の推進②洋上風力発電の実証・研究開発 

【洋上風力発電等技術研究開発事業】 
• 銚子沖、北九州市沖において、着床式洋上風力発電システムを設置

し、平成25年から運転開始。 
• 我が国特有の気象・海象条件に適合した着床式風力発電システム技

術、風況観測システム技術及び環境影響評価手法を確立する。現在、
運転データ等の取得・評価等を実施中。 

 
 

 
 

【福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業】 
• 福島沖での本格的な事業化を目指した、世界初の浮体式

洋上風力発電の実証研究事業。世界最大となる高さ
200mを超える7MWの洋上風車等を設置し、本格的な実
証研究を進め、安全性・信頼性・経済性の評価を行う。 
 

• 平成25年11月に2MW浮体式洋上風車及び浮体式洋上変
電所を設置し運転を行っており、世界最大となる7MW
浮体式洋上風車については、平成27年7月に実証海域に
設置し、同年12月末に運転を開始。平成28年夏頃に
5MW浮体式洋上風車を設置・稼働する予定。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7MW風車搭載 
「ふくしま新風」 

2MW風車搭載 
「ふくしま未来」 

５MW風車搭載「ふくしま浜風」 
兵庫県洲本沖にて風車調整作業中 
（※平成28年5月31日撮影） 

【洋上風力の事業化に向けた動き】 
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【洋上風力発電の諸課題】 
 
○港湾利用手続き 
 港湾法が改正され港湾の占用公募制度が創設された。今後、港湾機能と事業性の両
立を図りながら、円滑な洋上風力発電の導入となるよう本制度の運用指針等の検討
が必要。 
 

○港湾インフラ 
 一般的に我が国の港湾は風車の製作･施工を行うための地耐力が十分ではない。複
数の風車を同時に建造できる港湾を有する海外と比較し港湾のインフラが脆弱。 

 
○SEP船 
 洋上で巨大な風車の設置や保守管理を行うには、通常の作業船では困難であり、特
殊な作業船（SEP船）が必要。日本並びにアジア市場に向けた特殊船舶の新造や、
現有特殊船の展開を進めるべく、産業革新機構と丸紅が洋上風力発電設備据付会社 
Seajacks社を買収し、日本法人「シージャックス・ジャパン株式会社」を2013年
5月に設立。国内洋上風力発電所設置における利用に向け、船籍、船員問題等課題
について検討が必要。 

 
○アクセス船・メンテナンス方法 
 我が国においては、洋上風力発電施設へ乗り入れるための作業船（アクセス船）が
不足しており、また、適切なメンテナンス方法が確立されていない。 

 

(3)洋上風力発電の推進③導入拡大に向けた諸課題への対応 
 洋上風力発電の拡大に当たっては、先述の海域利用の調整や、技術的な課題に加え、洋上風車設置・
メンテナンスに必要な作業設備や、効率的に組み立てができる港湾インフラ等の課題も存在すること
から、関係省庁で連携し、関連業界とも一体となって、課題の抽出や対応策について、検討を進めて
いく。 

SEP船（Self Elevated Platform）イメージ 

<1つの港湾で複数の基礎を効率的に
建造する海外の事例> 



１．太陽光 
２．風力 
３．バイオマス 
（１）燃料の需給管理体制の構築 
（２）地域において適切なエネルギー利用を促す取り組みの構築 
（３）自立化に向けたバイオマス発電導入の環境整備 
４．水力 
５．地熱 
６．地域 
７．次世代技術 
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 バイオマス発電には、様々な種類があるが、地域資源を活用したバイオマス発電は、エネルギー自給
率や地域温暖化対策の観点のみならず、地域活性化にも資する重要な電源。FIT後約289万ｋWが認定
され、そのうち約49万ｋWが既に導入されるなど、導入拡大に向けた動きが進んでいる。 

 他方、持続的なバイオマス発電の推進に当たっては、①長期間にわたる安定的な燃料供給の確保、②
木質では発電コストの７割を占める燃料費の低減③発電所の燃料の競合や、発電目的以外のマテリア
ル利用への悪影響の防止等に取り組んでいく必要がある。 

 上記のような特徴を有するバイオマス発電について、他産業とも調和を図りつつ、燃料面での課題を
克服することが、長期安定的な自立電源としていく上での鍵となる。改正FIT法の新認定制度とも連
携しつつ、以下のような取り組みを推進すべきではないか。 
①バイオマス発電所計画の増加による燃料の需給逼迫に対応する、需給バランス調整スキーム構築 
②地域の資源を有効に活用し、地域において適切なエネルギー利用を促す取り組みの推進 
③自立化に向けたバイオマス発電導入の環境整備 

 

バイオマス発電 

①燃料の需給管理体制の構築 
（燃料情報の都道府県等との共有、需給管理への活用） 

②地域において適切なエネルギー利用を促す取り組みの構築 
（燃料供給ネットワーク構築、熱利用の促進） 
③自立化に向けたバイオマス発電導入の環境整備 
（研究開発、規制改革、ノウハウ・知識の共有） 

総合的な施策展開 

①新認定制度の導入 
（燃料情報の収集、審査強化） 

FIT法改正 

②事業の予見可能性向上 
（複数年度の価格決定） 
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【新認定制度とあわせた需給管理の強化】 

 FIT制度の下でバイオマス発電は、順調に拡大しているものの、一部の地域においては燃料の需給逼迫や価格上昇へ
の懸念が指摘されている。 

 今後、健全かつ需給バランスの取れたバイオマス発電の導入促進を図るために、例えば、以下のような施策を通じて
需給メカニズムの強化を図っていく。 

  ①改正FIT法の新認定基準に基づき、安定的な燃料調達確保や他産業への悪影響防止のための認定審査の運用強化 
  ②継続的な需給管理に資するよう、燃料使用計画・実績に係る認定申請及び年報データの関係省庁や都道府県との     
   情報共有システムの構築 
  ③地域における燃料安定供給体制や需給バランス確保のための取組事例の都道府県等への積極的な情報提供・共有 

【地域における燃料の安定供給体制構築の取組事例】 
～茨城県常陸太田市「宮の郷木質バイオマス発電所」～ 

（１）燃料の需給管理体制の構築 

➤地域の未利用材を活用すべく、①地元28林業者による原木供給、②組合方 
 式でのチップ工場運営、③燃料安定協議会の毎月開催、④地元林業者との長 
 期供給契約等により、燃料の安定供給体制を構築 
➤県・地元自治体は、県補助金によるチップ製造設備等の整備支援、発電所の 
 立地や地元林業者との調整、協議会への参加等を通じ燃料の安定供給に寄与  
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 木質バイオマスを始めとする地域資源の有効活用には、地域の実情に合わせた、バイオマスの安定的な
調達確保と、エネルギー利用のバランスの取れた取組が必要であり、引き続き地域の燃料供給ネット
ワーク体制構築に向けた実証事業等を推進し、横展開を図っていく。 

 また、地域における最適なエネルギー利用システムを構築していくためには、地域のエネルギー需要に
応じて、発電のみならず、熱利用も含めた総合的なエネルギー利用効率の向上を促進していくことが重
要。他方、バイオマスの熱利用は、地域内の一定規模の安定的な熱需要の確保や、需要と供給のマッチ
ング等考慮すべき課題も多く、地産地消や面的利用といった需要地に近接した形での導入が必要である
ことに留意すべき。 

（２）地域において適切なエネルギー利用を促す取り組みの構築 

＜燃料の安定供給体制構築（原料収集の低コスト化）の検討事例＞ 
（大分県日田市） 

＜低品位木質バイオマスを燃料とした熱供給事業の検討事例＞ 
（岡山県倉敷市） 

効率的な林地残材集材システム及びチップの安定供給体制の検討を通じて、
地域における燃料供給・熱利用システム構築の事業可能性を検証。  

発電に不向きな建設廃材や低品位材を燃料としたコンビナート内の工場へ
の熱供給事業の検討を通じて、地域内連携システム構築の事業可能性を検
証。  

【バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業のＦＳ事業の事例】 
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 今後バイオマス発電を将来的にも長期安定的な自立電源として一層推進していくためには、発電所
の規模の大小を問わず、燃料費等発電コストの低減に向けた取組を促す等の経済性の確保を基本と
しつつ、社会や環境への配慮も必要。 

 そのための研究開発、規制改革及びノウハウ・知識の普及強化等の総合的な環境整備を、関係省庁
が連携して検討・実施していく。 

（３）自立化に向けたバイオマス発電導入の環境整備 

＜今後検討すべき施策の方向性＞ 
①木材の安定的・効率的な供給体制の構築、燃料供給コストの低減に資する技術開発の推進 

林野庁において施業の集約化、路網整備、木質バイオマス供給施設整備等を通じて木材の安定的・効率的な供給体制の構築に 
取り組んでおり、今後更なる木質バイオマスのエネルギー利用や燃料供給コスト低減を促進するためには、効率的な搬出に有効な 
全木集材や、高性能林業機械や現地チップ化等効率的な収集・運搬システムの開発・導入に取り組んでいくことが必要。  

②規制改革の推進 

これまでも①バイオ燃料が廃掃法上の「廃棄物」に該当するかを都道府県等が判断する際の輸送費の取扱いの明確化（H25.3）、 

②発電用ボイラーの設計基準について米国機械学会（ASME）規格や国内他法令と同様の安全率（4.0→3.5）の取り入れ（H28.2）等 

取り組んできたが、今後とも電気保安規制のスマート化（例：遠隔常時監視やﾋﾞｯｸﾃﾞｰﾀ等を活用した事業者の自主保安の取組促進） 

など必要な規制の合理化や運用の円滑化に取り組んでいくことが必要。 

③林業施策、廃棄物処理施策等との適切な連携の検討 

④ノウハウ・先進事例の普及強化 
これまでもバイオマス関連事業に従事する関係者への必要な情報提供や円滑な事業実施に資するべく、各種ガイドブックやガイドラ
インの策定、相談窓口での対応等に取り組んできたが、今後とも、副産物（液肥・焼却灰等）の有効利用の取組や、地産地消型のエ
ネルギー利用の取組事例等について積極的に普及啓発していくことが必要。 

林野庁において用途別の需要に的確に対応できる木材のサプライチェーン構築、環境省においては廃棄物処理施設の更新時期を
捉えたバイオマス発電等の導入促進に取り組んでいる。今後とも、安定的な燃料供給ネットワーク体制構築支援や、廃棄物処理施
設からの余熱等を利用した周辺地域でのエネルギー利活用促進策の検討等を通じて、林業施策、廃棄物処理施策等との連携によ
るバイオマス発電等の導入促進を進めていくことが必要。 



１．太陽光 
２．風力 
３．バイオマス 
４．中小水力 
（１）流量調査支援等による初期リスクの低減 
（２）地域の主体による開発と地域の理解の促進 
（３）コスト上の課題への対応 
５．地熱 
６．地域 
７．次世代技術 
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 中小水力発電について、固定価格買取制度の開始を受け、特にこれまで導入が進んでいなかった小規
模な発電所の建設が多く進んでいる。 

 他方、初期リスクや建設コスト上の課題から、新規地点の開発が十分進んでいるとは言いがたい状況。 
 中小水力発電については、特に中規模の新規地点開発による量的な拡大を進めるともに、リスクが低
く、コスト効率的なものについては、FIT制度からの自立を図っていくことが重要である。 

 今般、改正FIT法においては、複数年度分の買取価格を決定し、特にリードタイムの長い中小水力発
電開発の事業の予見可能性を高め、導入促進を図っているところ。 

 更に、新規地点開発の促進を進めていくため、以下の取り組み進めていくべきではないか。 
①初期リスクの低減に向けた、流量データの開示等の支援 
②地域主体の開発や地域理解の促進 
③経済的な課題の解決のため、コスト低減に向けた技術開発、実態に合わせた支援制度の構築 

中小水力発電 

①事業の予見可能性向上 
（複数年度の価格決定） 

FIT法改正 

③コスト上の課題への対応 
（技術開発の推進、実態に即した支援制度のあり方の検討） 

①流量調査支援等による初期リスクの低減 

総合的な施策展開 

②地域の主体による開発と地域の理解の促進 
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【水力発電事業性評価のための流量調査等への支援】 
 
• 水力発電の実施にあたっては、年間の流量変化を把握
し、特性に合わせて発電機の出力を決定し事業性を評
価することが必要。 
 

• 流況把握には最大１年間以上の流量調査が必要である
とともに、調査の結果、事業性が確保できないことが
明らかとなることもある。これが水力開発の初期リス
クとなっていることから、国により流量調査費用を補
助し、新規の地点開発を支援していく。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 中小水力については、河川流況の調査に費用と時間を要することが、一つの参入障壁となっている。 
 従って、新規地点の開発に当たっては、引き続き有望地点における流量調査の支援に加え、新たに国
等が保有する河川流況データの一元提供・利用促進や各事業者が保有する観測データの共有ルール整
備等による導入促進も考えられる。 

（１）流量調査支援等による初期リスクの低減 

【既存の河川流量データ等の共有、利用拡大】 
 
• 国が保有する流量データや、利水計画等を一元的にと
りまとめ、提供することで利用促進を図る。 

 
• また、測水が義務づけられた発電所においては、発電
事業者により流量観測が行われデータが蓄積されてい
る。こうしたデータを他事業者と共有されれば開発促
進につながることから、費用負担などデータ提供の
ルールが必要と考えられる。 
 
 
 
 
 
 

 

<河川流量調査> 

年間発電量 

発電量が最大
となる出力で
設備を設計 

<流況曲線> 
<水文水質データーベース＞

（国土交通省） 
<発電事業者による 

          流量観測所＞ 
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 地域の水資源を活用する水力発電は、地域の理解を得ることが開発に不可欠。 
 規模の小さい案件は、地域の主体自らが開発を進めることから、地元の理解は得られやすい一方、ノ
ウハウが少ないことから、情報の共有や自治体などによるサポートが重要。 

 比較的規模の大きな案件については、長期間に渡り立地地域で発電を継続することが期待されており、
導入段階から地域との共生を念頭に開発を進めることが必要。 

（２）地域の主体による開発と地域の理解の促進 

【地域の主体による水力開発と地域活性化】 
• 地域が主体となり発電事業を行うと共に、地域活性化
を進めることで、地域への相乗効果が期待される。 

• 地域にある特定の河川や用水路での取り組みで完結
し、ノウハウとして蓄積されにくいことから、地域間
での情報共有が重要。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
地域NPOが水力発電の導入と
合わせて、農産加工所を再
開。地域の農作物を利用した
加工製品を開発 

【自治体によるサポート】 
• 発電事業者だけでは対応が難しい、地元調整の支援や
人材紹介を自治体が行い中小水力発電の導入を促進。 
 
 
 
 
 
 
 

 

石徹白発電所（岐阜県郡上市） 土湯温泉東鴉川水力発電所 
（福島県福島市） 

地域の企業が中心となり、発
電会社を設立、地域のエネル
ギーを活用した発電事業を行
うとともに、発電設備を見学
する観光客向けツアーを開催 

県の調査により小水力発電の有望地点を抽出。事業
者を公募し、事業化に際し、認可手続、地域の合意
形成、関係機関との協議等を県がサポート 

栃木県 

長野県 県内外の先進的な自然エ 
ネルギー事業に携わる専 
門家や有識者等の人材バ 
ンクと、関係法令等の情報 
データベース 

【地域理解促進等関連事業】 
• 地域住民の水力発電への理解を促進する事業を国が支
援し、地域と共生した水力発電開発を推進。 

 
 

発電所見学会  ダム湖面有効活用  水力発電カード 
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【モデル実証事業による小水力発電の技術開発】 
 

• 小水力発電設備のコスト低減や高効率化に資する技術
開発・実証実験を支援し、低落差の水路で発電可能な
水車や土木設備を一部簡略化できる水車等を開発。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 中小水力発電の水車・発電機等のコスト低減に向けては、引き続き技術開発を推進することが重要。 
 様々な地点での活用が引き続き期待される、小水力発電については、モデル事業等を通じて新たな水
車・発電機技術開発を推進しているところ。 

 古くから導入が進んでいる中規模水力発電については、新たに更新時における発電効率の向上などを
めざした新技術活用を推進する。 

（３）コスト上の課題への対応①技術開発の推進 

落差が低い水路での発電が可能
な「らせん水車」の実証実験。
高効率水車の開発により従来で
は経済性が低く発電が行えな
かった地点の活用を推進。 

【高度解析による水車ランナの高効率化支援】 
 
• 最新の解析技術等を用い水車ランナを設計すること
で、従来品に比べ数％以上の高い効率を持つランナ
（水車のコア部品）の製作が可能。 

• 運転から４０年以上となり設備更新の時期を迎えてい
る水力発電も多く、こうした発電所へ最新の設備を導
入することで、既存設備を最大限活用し、出力の拡大
を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

 

低落差でも安定発電可能な水車 設備（余水路）の省略によ
る導入コスト削減 

水車を水路上部に持ち上げ、メ
ンテナンス中も水を下流に流し
続けられるようにしたことで、
従来必要であった余水路を省略
し、導入コストを削減。 

<最新ランナと従来ランナの効率比較> 
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 中小水力発電について、固定価格買取制度の開始を受け、特にこれまで導入が進んでいなかった小規
模な発電所の建設が多く進んでいる。 

 他方、建設が進んでいるのは、未利用落差や、既存の発電所の更新案件が多く、案件によっては本来
は更に低いコストでの導入が可能ではないかとの批判もある。一方、特に中規模な案件の新規開発は、
量的な拡大で重要であるが、土木工事費用が課題となり、新規地点開発が十分に進んでおらず、FIT
制度を含め、実態に合わせた導入拡大を図っていく。 

（３）コスト上の課題への対応②実態に即した支援制度のあり方の検討 

【中小水力発電ＦＩＴ認定設備の内訳】 
 
• 現在、設備認定を受けている案件（３５万ｋ

Ｗ）のうち出力純増分は１／４（１６万ｋＷ）
に過ぎず、新規地点開発案件は未だ少ない。 
 
 
 
 
 

 

【設置場所による必要設備の違い】 
 
• 中小水力発電は、一般的な河川の他、農業用水路や既設ダム、上水道な

ど様々な地点で発電が可能であるが、導入コストはその設置場所毎に大
きくことなる。特にトンネル導水路等の工事が必要な案件は、ポテン
シャルが多く残されている一方、導入コストが課題となっている。 
 
 
 
 
 
 
 

 

＜一般河川の必要設備＞ 

＜上水道の必要設備＞ 

 
→ 取水設備（ダム・堰） 
→ 導水路・トンネル  
→ 水槽 
→ 水圧鉄管 
→ 水車・発電機 
→ 放水路      → 河川 
※水車・発電機に加え、多くの 
 土木設備が必要 

既設    水車・     既設 
 水道管 → 発電機 →  水道管 
※既存の水道管の間に水車・発電機のみを 
 設置することで新たに発電が可能 

河川               



１．太陽光 
２．風力 
３．バイオマス 
４．中小水力 
５．地熱 
(1)掘削等に対する支援の拡充 
(2)事業環境の整備 
(3)低コスト化・リスク低減に向けた技術開発の推進 
６．地域 
７．次世代技術 
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 地熱発電については、固定価格買取制度の創設により開発案件が増加しており、比較的小規模な開発
案件については、既に現時点でも運転開始に至っている。 

 他方、大規模な案件については、開発への着手は進んでいるものの、リードタイムが長い等の課題が
あり、まだ導入が十分進んでいない。導入促進や将来的なFIT制度からの自立を図っていくために
は、この大規模案件の創出が必要条件となる。 

 その実現に向けて、①開発に係るリスクやコストの低減、②地元理解を始めとした事業環境の整備、
といった地熱発電特有の課題の解消が求められているところ。 

 改正FIT法においては、事業の予見可能性を高める観点から、数年先の認定案件の買取価格を予め決
定する等の措置を盛り込んでいる。 

 更に上記の改正FIT法におけるアプローチに加え、以下の施策を推進する。 
①更なる普及拡大に向けた掘削調査やそれ以降の開発プロセスに対する支援の拡充 
②円滑な事業実施を図るための事業環境整備 
③低コスト化・リスク低減に向けた技術開発の推進 

地熱発電 

①事業の予見可能性向上 
（複数年度の価格決定） 

FIT法改正 
①掘削等に対する支援の拡充 
（ヒートホール掘削、出資制度の見直し） 
②事業環境の整備 
（地熱資源開発アドバイザリー委員会、自治体間のネットワーキング、 
地熱資源開発のための判断基準） 

総合的な施策展開 

③低コスト化・リスク低減に向けた技術開発の推進 
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 地熱発電を行うためには、地下1,500～3,000ｍに存在する高温蒸気を掘り当てる必要があるため、
開発に係るリスクやコストが非常に高い。 

 したがって、調査段階の掘削の成功率を高めるため、従来の手法に加えてヒートホールと呼ばれる小
口径の掘削を行うことで地下の温度データを収集し、調査リスクを低減することを検討する。 

 また、大口径の掘削や発電所設置等においても費用がかかり、これが投資を躊躇する要因の一つと
なっているため、現行のJOGMECによる出資制度の見直しについても検討する。 

(1)掘削等に対する支援の拡充 

【地熱資源開発に当たり必要となる地下データ】 

＜ヒートホール掘削のイメージ図＞ 

（１）地質構造 地表調査、空中物理探査 
（２）温度 ヒートホール 

（３）水（水蒸気）の有無 掘削調査 
３点のヒートホール掘削により、 
高温域を特定することが可能。 
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 地熱資源の多くは山間部を中心に賦存しているため、地熱発電を推進するためには温泉事業者を中心
とした周囲の地域住民の方々の理解を得ながら進めることが肝要である。 

 今後更なる事業推進のためには、地方自治体が積極的に関係者調整の役割を担うことが重要であると
ころ、自治体に対するマンパワーや地熱発電に対する専門的知見の面での支援を行う必要がある。 

 地熱資源開発に係る技術的な情報提供等を行う「地熱資源開発アドバイザリー委員会」をJOGMECに
設立するとともに、自治体間のネットワーキングを強化することで、地方自治体への支援を強化。 

(2)事業環境の整備：①地熱資源開発アドバイザリー委員会の設立等 

データ分析・情報提供 
専門家の情報提供 
判断基準の策定・運用 

資源エネルギー庁 

適
切
な
地
熱
資
源
管
理
へ
の

助
言
要
請 

等 

【課題】 
専門的知見の不足 

自治体 

市 民 事業者 
協議会 

JOGMEC 

地熱資源開発アドバイザリー委員会 

【地熱資源開発アドバイザリー委員会による支援スキーム】 

Ａ市 

自治体間のネットワーキング（情報共有）のイメージ 

地方経済 
産業局 

資源エネルギー庁 

①情報 
  提供 

他の自治体 

他の地方 
経済産業局 

②情報の横展開 

個別に 
問合せ 
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 固定価格買取制度の創設後の新規事業者の中には、地下の地熱資源の分布を必ずしも十分に把握しな
いまま開発を行う者がおり、既存の地熱発電所や周辺温泉への影響が懸念されている。 

 地方自治体が条例や協議会等も活用しつつこのような状況を回避することが有効であるところ、その
際の基礎情報として、開発計画の妥当性を確認するための「判断基準」※を経済産業省HPにて公表。 
※各々の開発段階において提示できる情報は限られているが、本基準はそれを足し合わせて一覧化したもの。 

(2)事業環境の整備：②持続的な地熱資源開発のための判断基準 

Ⅰ．坑井掘削の有無に関わらず確認する項目 
 

(1) 源泉   
源泉データ、井戸の健全性、坑口装置の設置、スケール
予測 等 
 

(2) 冷却源 
冷却方式、冷却源データ、冷却水スケール予測 
 

(3) 系統連系 
接続電圧、接続点、送電可能量 
 

(4) 発電所設備 
源泉との位置関係、候補地諸元、発電方式・出力 等 
 

(5) メンテナンス計画 
操業後の維持管理 
 

(6) 法規・条例等 
条例・指導要綱、電気事業法、発電所周辺の法規制 
 

(7) 保安・環境対策等 
保安、景観保全、環境対策 
 

(8) 事業性評価 
初期コスト、ランニングコスト、事業性評価 

Ⅱ．坑井掘削を伴う場合に追加的に確認する項目 
 

(1)   地質環境 
掘削の有望性、貯留層の評価 
 

(2) 掘削計画 
還元井、掘削計画、ケーシングパイプ 等 

(3) 掘削基地 
掘削候補地諸元 
 

(4) 法規・条令等 
温泉法、鉱業権 

【参考】地熱資源管理が懸念されるケース 
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 井戸の掘削費用は、開発費用全体の約３割に上る一方で、開発の初期段階における現在の掘削成功率は３割
程度に留まっているため、掘削に係るコストや失敗するリスクを低減するための技術開発を実施中。 

 加えて、地熱発電の長期安定的な出力維持のため、地熱発電所の発電能力や利用率の回復・維持・向上に向
けた発電所の高度利用化技術の開発を平成27年度より実施中。 

 平成29年度からは、上記のテーマに関してさらにサブテーマを増やして研究開発を実施することにより、更
なる開発リスク・コストの低減及び運転開始後の出力安定化を目指すことを検討。 

(3)低コスト化・リスク低減に向けた技術開発の推進 

地下の地熱貯留層
の分布が不鮮明 

地熱貯留層の
分布が鮮明に 

PDCビット 
ローラー
コーン
ビット 

PDCカッター 

②掘削速度の向上 
 
石油開発より固い地盤を掘削する
地熱開発に適した掘削機材を開
発。 

①地下構造の把握性能の向上 
 
地下構造を三次元で可視化する
技術を開発。 

③既設発電所の能力維持・向上 

還元熱水 

コロイダルシリカ 
（精密鋳造用等） 

シリカ回収プラント 

井戸の目詰まり
を防止し、追加
掘削費を低減 

シリカを有価物
として回収し、 
事業性を向上 

還
元
井 

地熱流体中のシリカを有価物
として回収する技術を確立。 

新たな
ビットの
開発 



１．太陽光 
２．風力 
３．バイオマス 
４．中小水力 
５．地熱 
６．地域 
(1)地域における導入支援体制の構築 
(2)地域との調和の取れた導入を図るための環境整備 
 ７．次世代技術 
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 再生可能エネルギーは、各地域に賦存する地域資源であり、そのポテンシャルを最大限活かし、更な
る導入・維持管理を進めて、長期にわたって地域を支えるエネルギーとして活用していくには、立地
地域に受け入れられ、その地域に根ざしていくことが重要である。 

 具体的には、地元企業や自治体等地域の主体が主導して、 
①地域の産業創出や雇用確保等、地域活性化につながる形での導入を普及させていくことや、 
②地域住民の理解を得ることや地域の自然環境との調和を図ること等、各地域の実情に即した円滑かつ
着実な導入を進めていくことが必要。 

 改正FIT法では、新認定制度において、経産省と関係自治体の連携により条例等法令順守確保を進め
ることとしている。更に改正FIT法におけるアプローチに加え、以下の施策を推進する。 

①地域での導入拡大を図るための支援体制の構築 
②地域との調和のとれた形での導入を図るための環境整備 
 

地域 

①新認定制度 
（他法令遵守） 

FIT法改正 
①地域における導入支援体制の構築 
（自家消費・熱利用の促進、広報、人材育成） 

②地域との調和の取れた導入を図るための環境整備 
（法令遵守確保のための体制構築） 

総合的な施策展開 
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 再生可能エネルギーの拡大に向けては、FIT制度での売電のみならず、自家消費や、熱利用など、地
域の実態に沿った形での導入を進めていくことが重要。 

 そのため、①個々の自家消費・熱利用設備への導入支援や、②熱を面的に活用する取り組みへの計画
策定から導入までの支援等を行っているところ。 

（１）地域における導入支援体制の構築①自家消費・熱利用の促進 

①熱利用・自家消費設備への導入支援 
 

• 民間事業者が導入する、太陽熱・バイオマス・地中
熱等を利用した熱利用設備や、自家消費型の太陽光
発電・バイオマス発電等の発電システム、蓄電池の
費用を補助。（補助率：1/3) 

 
＜事例:再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策費補助金＞ 
○パッシブタウン黒部モデル第一期街区複合賃貸住宅への給
湯・冷暖房・融雪設備設置事業 

 
 地産地消の再生可能エネルギーを積極的に取り入れ、木質バ
イオマス熱・太陽熱・地中熱を組み合わせ、建物内の空調や
融雪に利用。再生可能エネルギーの活用を通じた、地域コ
ミュニティの活性化につながるまちづくりを目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②熱等を面的に活用する取り組みへの支援 
 
• 再生可能エネルギー等を利用した先導的な地産地消型エ
ネルギーシステムの導入を支援 

（１）構想普及支援事業 （定額） 
 事業化可能性調査の実施や事業計画の策定を支援 
 
（２）地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事（1/2,2/3） 
 再エネ等発電設備、熱利用設備、蓄電・蓄熱設備、エネマネシステ
ム、自営線・熱導管、その他付帯設備の面的導入を支援 

※「固定価格買取制度」において設備認定を受けない設備が対象 
 
＜事例＞ 
○長崎県島原市 
 工場の未利用熱である工場排水（約６０℃）を、温泉給湯所に供給
し、ヒートポンプにより温泉を加温する。従来方式と比べ、省エネ
効果（原油換算）約４５％、エネルギーコスト約５８％削減を目指
す 
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 地域における再生可能エネルギーの導入を進める上では、導入支援制度を構築するのみならず、地元企業や自治体等
に、分かりやすく情報提供を進めて行くことが重要。 

 関係府省庁の補助金や税制優遇等の支援施策、発電事業の実施に必要な許認可手続を、「再生可能エネルギー事業支
援ガイドブック」としてとりまとめ。関係省庁とその出先機関及び全市町村において配布。 

 また、全国９拠点（札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、高松、福岡、那覇）で、事業者等からの相談にワンス
トップで相談対応可能な「再生可能エネルギーコンシェルジュサービス」を実施。 

（１）地域における導入支援体制の構築②情報提供の充実 

補助金などの支援施
策について、概要、
対象者、内容、利用
方法などを一元化 

対象エネルギー種 

利用方法 

支援内容 

農地転用の手続等
について、手続の
内容、申請先等を
フロー化 

対象者 

概要 

事業者 

再生可能エネルギーコンシェルジュ 
• 平成２７年１０月から全国９拠点でサービスを開始。 
• 太陽光発電に関する補助制度・資金調達やバイオマス
発電に関する許認可手続など６１件の相談について面
談対応、また１７件の事業計画について、事業化計画
の策定など案件形成支援を実施。 

相
談 

○各府省庁が実施する支援施策から
事業者に適した支援施策を紹介 

○事業実施にあたり必要となる許認
可手続について案内 

＜まち・ひと・しごと総合戦略（平成26年12月27日閣議決
定・抜粋）＞ 
施策の選択や利用について的確なアドバイスが行えるワンス
トップ窓口を関係府省庁の地方支分部局及び希望する都道府県
に整備するとともに、利用者目線の政策ガイドブックの作成を
進める。 

【再生可能エネルギー発電事業支援ガイドブック】 【再生可能エネルギーコンシェルジュサービス】 
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 全国各地において、再生エネ導入が地域活性化に繋がるような自主的・自発的な地域主導型再エネビジネスの展開に
向け、平成２５年度から「まちエネ大学」を実施。 

 地域活性化に資する再エネ事業のビジネスプランの形成及び人材育成を目的に、再エネ事業化に必要な基礎知識の習
得のみならず、地域に根ざした事業展開に必要なコミュニケーション術の習得や、地域再生論×再エネの講義等を行
い、これまでの３年間で、全国１５地域で５００名超が受講。平成２８年度においては、全国８箇所程度開催予定。 

（１）地域における導入支援体制の構築③地域理解の促進・人材育成 
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 再生可能エネルギーを地域に定着させていくに当たっては、安全性の確保や地域との調和を図るため
に定められた他省庁法令や、自治体条例を、発電事業者にしっかりと遵守させていくことが重要。 

 法令遵守確保に向けては、事業期間を通じて、国と地方自治体、地域との連携が課題であり、 
①認定申請情報の関係省庁や自治体への共有、②地域からの違反懸念事例の通報受付、③経済産業
省・関係省庁や自治体による改善命令・認定取消等を行っていく体制構築が重要。 

【経産省と関係自治体の連携による法令順守確保のための体制】 

発電 
事業者 

経済産業省 
地方局 

関係省庁 
自治体 

③FIT法に基づく 
改善命令、認定取消 

③土地利用法令・条例に 
基づく指導・命令等 

②法令違反事案 
に関する情報提供 

①認定申請情報共有 
事業者 
住民 等 

 電気事業法 
 建築基準法 
 国土利用計画法 
 都市計画法 
 農地法 
 森林法 
 文化財保護法 
 土壌汚染対策法 
 自然公園法 
 河川法 
 環境影響評価法 
 設備の設置場所の決定に係る自治体
の関係条例・規則 

  等 

【関連する法令の例】 

②法令違反事案に関する 
情報提供（通報） 

②法令違反事案に関する 
情報提供（通報） 

①認定情報共有 
認定申請段階に関係省庁や自治体へ認定情報
を提供し、事業計画の早い段階において、関
係機関が事前に状況を把握 

②通報受付 
地域の事業者や住民の方々から違反懸念事例
の通報を自治体や地方局が受け付け、 
関係者間で共有 

③指導・命令・認定取消し 
受け付けた違反事例に対する関係省庁や自治
体による確認や指導・命令、連動したFIT法に
おける改善命令・認定取消 

（２）地域との調和の取れた導入を図るための環境整備（法令遵守確保の体制整備） 



１．太陽光 
２．風力 
３．バイオマス 
４．中小水力 
５．地熱 
６．地域 
７．次世代技術 
（１）海洋エネルギー発電 
（２）バイオマス燃料 
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欧米 

 我が国に豊富に存在する海洋資源を活用する海洋エネルギー（波力・潮流・海流・海洋温度差）につ
いては、発電原価の高い離島等から先行した導入が期待されるが、現時点ではコストや安定供給の面
で課題があることから、その克服に向けた研究開発・実証等を進めているところ。 

 今後は、有望な技術の見極めを行い、将来的な事業化・商用化にむけて、支援の重点化を図っていく
べきではないか。 

（１）海洋エネルギー発電 

【海洋エネルギー発電技術
における課題】 
①技術 
（発電設備、施工、維
持管理） 
 
②発電コスト 
（資本費、運転維持
費、撤去費） 
 
③地域との協調 
 
④離島での利用促進 
（実現可能性の検証） 
 
⑤大規模化及び大型化
への対応 
（発電装置間の後流影
響や、系統連系に係る技
術等の課題） 

【国内外における海洋エネルギープロジェクトの動向】 

日本 
欧米 

日本 
欧米 

日本 
欧米 

日本 

海洋温度差 

出典：平成26年3月NEDO再エネ技術白書より作成 

空気タービン式 

○波のうねりの上下運動等を利用
して、発電する方式。 
○風力よりも、瞬時の変化割合が
小さく発電量を予測しやすい。 

波力 

○満ち潮、引き潮の潮の流れにより
プロペラ等を使って発電する方式。 
○潮の干満によって規則的であるた
め、発電予測しやすい。 

潮流 

＜イメージ＞ 

橋脚･港湾構造物利用式 ○黒潮等の海流によって、プロペ
ラ等を用いて、発電する方式。 
○気象や波浪に大きくは左右さ
れにくく、安定しているため発電
予測しやすい。 

海流 

水中浮遊式 

海洋温度差（陸上設置型） 

○表層の温かい海水（表層水）
と深海の冷たい海水（深層水）と
の温度差によって発電する方式。 
○昼夜の変動がなく、比較的安定
したエネルギー源であり、季節変動
が予測可能。また、深層水を取水
するため、発電以外の産業も可。 

コンセプト研究 デザイン検証・ 
タンクテスト(水槽試験) 

実海域試験 
（スケールモデル） 

実海域試験
（単機） 

実海域試験
（複数機） 

1/100～1/25 1/25～1/10 1/10～1/4 1/1 

Stage 1 Stage 2 Stage 3 Stage 4 Stage 5 

【 開発規模 】 
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前処理 濃縮脱水 

 バイオマス燃料の導入は、特に運輸部門での温室効果ガス削減手段として有効であることから、これまで食
糧との競合を引き起こさないセルロース系のバイオ燃料や、微細藻類由来等の次世代バイオ燃料の技術開発
に取り組んでいるところ。 

 近年、航空部門でバイオジェット燃料へのニーズが国際的に高まっており、我が国においても、例えば燃料
生産に適した微細藻類の品種改良や屋外培養技術等のバイオジェット燃料の研究開発を行っている。また、
２０２０年のオリンピック・パラリンピックでのバイオジェット燃料の利用に向けて、委員会を立ち上げ、
実用化に向けた課題等の検討を進めているところ。 

 今後は、有望な要素技術の見極め、その重点化を図りつつ、原料生産から精製までの一貫生産プロセスの確立
や製造コスト低減に資する技術開発等を通じ、バイオ燃料の実用化に向けた生産技術の確立を目指していく。 

（２）バイオマス燃料 

【微細藻類由来バイオ燃料の要素技術の主な開発状況】 【セルロース系バイオ燃料の実証事業】 
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